
 

＊１東京大学空間情報科学研究センター 助教 ＊2 東京大学生産技術研究所 特任研究員 

研究 NO.1601 

 

マイクロジオデータを用いた家賃形成メカニズムの研究 

―住まい手からみた住宅の価値と市場価値の乖離に着目して― 

 
主査 秋山 祐樹＊１ 

委員 小川 芳樹＊２ 

 
本研究は日本全国の家賃形成メカニズムの実態を明らかにするために,日本全国の住宅用途の建物 1棟 1棟の分布を収録

したマイクロジオデータを整備した。またそれらに様々な家賃形成要素と最低保証家賃に関する情報を付与し，日本全国

の住宅の価値を評価出来るデータベースを構築した。さらに同データを集計化後にクラスタリングし,各クラスタに対して

スパースモデリングを行うことで,クラスタ毎に最低保証家賃に対して正あるいは負に寄与する家賃形成要素を自動的に

明らかにする技術が実現した。その結果, 地域によっては住宅の性能や災害リスクが考慮されておらず,住まい手にとって

の住宅の価値と市場価値との間に乖離が確認された。 
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A STUDY FOR THE FORMATION MECHANISM OF HOUSE RENT USING MICRO GEODATA 
- Focusing on the mismatch between house value for residents and market value- 

 
Ch. Yuki Akiyama 

Mem. Yoshiki Ogawa 

In order to clarify the formation mechanism of house rent throughout Japan, this study developed the micro geodata (MGD) that 

contains the spatial distribution of all residential buildings in Japan with their various rent formation factors and information on 

minimum guaranteed rent. In addition, by clustering the MGD after spatial aggregation and performing the sparse modeling on each 

cluster, a methodology has been realized that automatically reveals rent formation factors that contribute positively or negatively to 

minimum guaranteed rent. The result showed that depending on the region, we confirmed mismatches between house values for 

residents and market values. 

 

1. はじめに 

1.1 本研究の背景 

我が国では今日に至るまで「市場における不動産の使

用価値（家賃や住宅価格）」が，本来住宅が持っているは

ずの「住まい手から見た価値」と比較して低く，あるい

は高く設定されてきた。例えば一般的な戸建住宅や共同

住宅の価格がサラリーマン世帯の平均年収に占める割合

は，首都圏や大阪，名古屋などの大都市では平均年収が

高いにも関わらず，他の地方都市と比べると大きくなっ

ており，その状況は長らく横ばいである文１）。すなわち

東京をはじめとする大都市と，その他の都市の住宅の性

能には大きな差が見られないにも関わらず，大都市圏の

住宅は大都市圏に分布している，というだけで極端に価

値が高い状況が続いているとされている。 

また近年では「リセールバリュー」という考え方が生

まれており，住宅を「住み潰す」のではなく，「資産」と

して捉えていく動きが出てきている。しかしリセールバ

リューの多くの部分はその住宅が都市中心部か郊外のど

ちらに立地しているかという「広域立地」で決まるとさ

れており，住宅周辺の利便性を左右する「狭域立地」や，

「住宅の性能」の影響は小さいとされている文 2）。このよ

うに住宅の価値は住宅の性能や近隣空間の利便性という，

そこに住む住まい手にとって重要であるはずの価値はあ

まり考慮されず，「都市か郊外か」で決定される場合があ

る。加えて「地名のブランドイメージ」がこの傾向をさ

らに加速させている側面もあると言われている文 3）。 

以上のような状況から，今日の住宅価値決定のメカニ

ズムは，居住者にとってそこに居住する上で重要な住宅

の性能や，その周辺の利便性といった「狭域立地」より

も，都市からの距離や地名のブランドなどの「広域立地」

が支配的である可能性がある。このような状況を放置す

れば，地方都市や郊外の住宅価値が低下する一方で，大
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都市，特に東京での住宅価値の高止まり，あるいは更な

る高騰に歯止めがかからなくなることが懸念される。ま

たリセールバリューの低下による中古住宅市場の停滞を

招いている可能性もあり，その結果ライフステージの変

化に合わせた住みかえが困難になり，住生活の改善・向

上が困難になっているものと考えられる。 

 さらに近年では「レジリエンス」という概念を取り入

れた人命を守り抜ける災害に強靭な住まいづくり，地域

づくりも求められている文 4）。先の東日本大震災では過去

の地震や津波で大きな被害を受けた地域に立地していた

住宅が大きな被害を被っており文 5），本来はこのような防

災上危険な地域での居住は抑制されるべきであった。住

宅が立地する地域の災害リスクが十分に考慮されずに住

宅価値が決定されている現状は，レジリエンスな住まい

と地域を実現する上で今後是正されていくべきである。 

 

1.2 本研究の目的 

以上の現状と課題を鑑み，本研究では今日の家賃形成

の実態を，様々な統計データやミクロな空間データ（以

下「マイクロジオデータ」文 6））を駆使して定量的に明ら

かにする。そしてその結果を持って今日の家賃形成の実

態に警鐘を鳴らすとともに，地域ごとに適正な家賃形成

を目指すために是正するべき要因の解明に向けた基礎的

な空間データを整備し、我が国の将来的な住生活の向上

に貢献できる成果の実現を目指ものである。 

本研究ではまず日本全国の住宅用途の建物 1 棟 1 棟の

分布が把握できるマイクロジオデータを整備し，続いて

それらに以下の「家賃形成要素」に関する情報を付与す

ることで，住まい手にとっての価値を評価出来るデータ

ベースを構築する。 

① 住宅の性能：住宅の構造や築年代 

② 狭域立地：住宅周辺の立地環境に関する情報（生

活利便施設や駅，主要道路等へのアクセス性） 

③ 広域立地：都市域からの距離やブランド力の高い

地名を持つ地域からの距離 

④ 災害リスク：地震や津波，洪水，土砂崩れなどの

自然災害を被るリスクと避難所へのアクセス性 

さらに同データベースに一般社団法人 移住・住みか

え支援機構から提供された「全国郵便番号別最低保証家

賃査定データ」から得られる，⑤地域ごとの最低保証家

賃情報を与えて比較することで，地域ごと（郵便番号単

位）の家賃形成のメカニズム，すなわちどの家賃形成要

素が住宅価格を決定するのに支配的であるか，というこ

とを明らかにする。その上で地域ごとにどの家賃形成要

素に関する是正策を講じていくべきか，またその要因の

大小に地域的な偏りはあるのかなどを明らかにし，我が

国の今後の住宅政策，すなわち全国的な住宅政策の立案

を支援するための基礎的な空間データの整備を目指すと

ともに，我が国の住宅価値形成の現状に課題があること

に警鐘を鳴らすことを目標とする。 

 

1.3 本研究の新規性 

空間データや統計を活用した家賃形成のメカニズム

に関する研究は国内外においてこれまでにも数多く見ら

れる文 7），文 8），文 9）。しかしいずれも対象地域が限定的であ

り，日本全国というマクロなスケールに対して，建物 1

棟 1 棟というマイクロジオデータを大規模に運用して，

家賃形成のメカニズムの実態把握を試みた研究は前例が

ない。また家賃形成の要因解明に潜在的な災害リスクを

全国規模で導入した研究は皆無である。1.2 で挙げた「我

が国の将来的な住生活の向上」を目指すためには，レジ

リエントな住まいと地域形成に繋がる全国的な定量的評

価が求められていると考えられる。本研究はこれらの課

題に対して，日本全国のマイクロジオデータと，最新の

データサイエンスを駆使して挑戦する，学術的に極めて

意欲的なだけでなく，社会的にも実用性，緊急性が高く

将来の拡張性も高い研究であると言えよう。 

 

2. 建物マイクロジオデータ開発 

図 2-1 に本研究におけるマイクロジオデータの開発

方法の流れを示す。なお対象地域は日本全国とする。 

 

2.1 建物分布情報の取得 

日本全国の住宅の家賃形成を決定する家賃形成要素

を明らかにするためには，まず日本全国の住宅用途の建

物の分布を把握できるデータが必要である。そこで最新

の住宅地図（2013～2014 年）から日本全国約 6，000 万

棟の建物の位置情報（建物ポリゴンの重心経緯度），面積，

階数等を属性として持つポイントデータである「建物マ

イクロジオデータ（以下「建物 MGD」）」を整備した。さ

らにこのデータに①住宅の性能に関する情報を与えるた

めに、小川（2016）文 10）の手法を適用することで，建物

ごとの構造（木造/非木造）や築年代注 1)の推定を行った。

さらに Akiyama et al.(2013)文 11）の手法で整備した建物

ごとの居住者データである「マイクロ人口統計」から，

2010 年の建物ごとの年齢性別人口の推定値を与えた。以

上により建物ごとに①住宅の性能に当たる構造，築年代，

年齢性別人口の情報が与えられた。 

 

2.2 狭域立地および広域立地情報の付与 

 続いて建物 MGD に格納された建物に，表 2-1 に示す②

狭域立地と③広域立地に関する情報を与えた。何れのデ

ータも建物 MGD と空間結合を行うため，②狭域立地と③

広域立地に関するデータを全て空間結合しやすいデータ

形式に変換した。また全国のデータを高速かつ並列的に

空間結合処理が行えるように専用のデータ処理プログラ 
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ムを開発し，全国約 6，000 万棟の建物 1 棟 1 棟全てに表

2-1 の属性を与えた。 

 

2.3 災害リスク情報の付与 

 さらに建物 MGD に格納された建物に，表 2-1 に示す④

災害リスクに関する情報を与えた。建物ごとの最大倒壊

率と最大出火率は，防災科学技術研究所で公開されてい

る確率的地震動予測地図の全シナリオを格納し，各シナ

リオにおける建物ごとの倒壊率と出火率を推定した情報

を保有する「震災ビッグデータ」（秋山ほか，2013 文 10））

より情報を取得し建物ごとに付与した。 

 

2.4 最低保証家賃の付与 

 最後に建物 MGD に格納された建物に，⑤地域ごとの最

低保証家賃情報を与えた。最低保証家賃に関する情報は

一般社団法人 移住・住みかえ支援機構から提供を受けた

「全国郵便番号別最低保証家賃査定データ」により収集

した。同データからは，郵便番号単位でその地域の賃貸

物件（戸建住宅・共同住宅）の一括査定の査定結果とし

ての最低保証家賃（3 万円，5 万円，7 万円の 3 区分）の

情報を得ることができる。ただし本研究で用いる建物

MGD には建物ごとの立地する場所の郵便番号の情報を持

っていないため，このままでは全国郵便番号別最低保証

家賃査定データの属性を建物に与えることが出来ない。 

そこでまず株式会社ゼンリンジオインテリジェンス

から提供を受けた日本全国の郵便番号の領域を表現する

ポリゴンデータである「郵便番号地図データ」と，建物

MGD を空間結合し，全ての建物に郵便番号の情報を与え

た。この段階で建物 MGD に格納された全ての建物に郵便 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号が与えられた。続いてその郵便番号に基いて各建物

に最低保証家賃情報を付与した。以上により日本全国の

建物 1 棟 1 棟に様々な家賃形成要素と最低保証家賃の情

報を格納した建物 MGD が実現した（図 2-2）。 

 

3. 地域のクラスタリング 
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い説明変数を明らかにすれば良い。ただし本研究では最
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要素もその単位に合わせて集計化する必要がある。すな
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便番号単位に集計化する必要がある。そこで最低保証家

賃の情報を持つ全国 29，043 箇所の郵便番号単位の領域

において，表 3-1 に示すように建物単位に与えられた家

賃形成要素（説明変数）を郵便番号単位に集計化した。 

 

3.2 地域のクラスタリング 

以上のデータ整理により，郵便番号単位ごとに家賃形

成要素を説明変数，最低保証家賃を目的変数とする回帰
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を明らかにするためには，まず日本全国の住宅用途の建

物の分布を把握できるデータが必要である。そこで最新

の住宅地図（2013～2014 年）から日本全国約 6，000 万

棟の建物の位置情報（建物ポリゴンの重心経緯度），面積，

階数等を属性として持つポイントデータである「建物マ

イクロジオデータ（以下「建物 MGD」）」を整備した。さ

らにこのデータに①住宅の性能に関する情報を与えるた

めに、小川（2016）文 10）の手法を適用することで，建物

ごとの構造（木造/非木造）や築年代注 1)の推定を行った。

さらに Akiyama et al.(2013)文 11）の手法で整備した建物

ごとの居住者データである「マイクロ人口統計」から，

2010 年の建物ごとの年齢性別人口の推定値を与えた。以

上により建物ごとに①住宅の性能に当たる構造，築年代，

年齢性別人口の情報が与えられた。 

 

2.2 狭域立地および広域立地情報の付与 

 続いて建物 MGD に格納された建物に，表 2-1 に示す②

狭域立地と③広域立地に関する情報を与えた。何れのデ

ータも建物 MGD と空間結合を行うため，②狭域立地と③

広域立地に関するデータを全て空間結合しやすいデータ

形式に変換した。また全国のデータを高速かつ並列的に

空間結合処理が行えるように専用のデータ処理プログラ 
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表 2-1 建物 MGDが持つ家賃形成要素 

 

大分類 小分類
構造推定値（木造/非木造） 住宅地図・住宅土地統計等 日本全国
築年代推定値（～81年/82～2000年/2000年～） 住宅地図・住宅土地統計等 日本全国
建物面積 住宅地図 日本全国
建物階数 住宅地図 ※6 日本全国
建物の居住者（年齢・性別）情報 マイクロ人口統計 ※7 日本全国

市区町村役場・支所の分布 国土数値情報 日本全国
商店街・商業集積地域の分布 商業集積統計 ※8 日本全国
主要道路（国道・都道府県道）の分布 国土数値情報 日本全国
鉄道駅の分布 国土数値情報 日本全国
バス停の分布 国土数値情報 日本全国

人口情報 建物周辺（徒歩圏）の年齢性別人口 マイクロ人口統計 ※7 日本全国
警察署の分布 国土数値情報 日本全国
消防署の分布 国土数値情報 日本全国
都市公園の分布 国土数値情報 日本全国
景観計画区域の分布 国土数値情報 日本全国
観光資源の分布 国土数値情報 日本全国

立地特性 用途地域の指定有無 国土数値情報 日本全国
地域の
知名度 地名のブランド力分布　※3 テレポイントデータ ※8

住宅地図 ※8 日本全国

都道府県庁所在地までの距離 ※4 国土数値情報 日本全国
三大都市圏までの距離　※4 国土数値情報 日本全国
建物最大倒壊率（推定）※5 震災ビッグデータ ※9 日本全国
建物最大出火率（推定）※5 震災ビッグデータ ※9 日本全国
浸水想定区域の指定有無 国土数値情報 日本全国
津波最大浸水深の指定有無 国土数値情報 日本全国 ※12
土砂災害警戒区域の指定有無 国土数値情報 日本全国 ※12

避難可能性 ※2 避難施設の分布 国土数値情報 日本全国
郵便番号 郵便番号地図データ ※10 日本全国
郵便番号単位の最低保証家賃 全国郵便番号別最低保証家賃

査定データ ※11 日本全国 ※13

※1　何れも最近隣施設までの距離、徒歩圏（500m圏内）の施設数を算出した。　　※2  何れも最近隣施設までの距離を算出した。
※3　国土数値情報から得られた駅から10km圏内を対象に、テレポイントデータと住宅地図にその駅名が何件含まれるか、という値を計算したもの。
※4　各都道府県庁の代表駅までの距離（三大都市圏の場合は、東京駅、大阪駅、名古屋駅）
※5　防災科学技術研究所より公開されている確率的地震動予測地図から得られる最大の被害値を採用した。
※6　ただし2階以下は属性が含まれていないため、全て2階建とした。　　　※7　主査ほかにより開発された世帯の分布と居住者の年齢性別情報を推定出来るポイントデータ。
※8　東京大学空間情報科学研究センター 共同研究利用システム（JoRAS）より提供。
※9　主査ほかにより開発された日本全国の建物の分布と建物ごとの様々な属性、また災害危険性に関する属性を持つポイントデータ。
※10 株式会社ゼンリンジオインテリジェンスより提供　　　※11 一般社団法人 移住・住みかえ支援機構より提供
※12　ただし一部の都道府県では自治体からの要望により非公開となっているためデータが存在しない。
※13 ただし全国の都道府県庁所在地およびそれに類する規模の都市のみを対象とする。

各種生活利便施設の分布
（スーパーマーケット、大規模小売店舗、コンビニエンスストア、
ドラッグストア、各種飲食店、総合病院、一般診療所、
小学校、中学校、郵便局それぞれの分布）

テレポイントデータ ※8 日本全国

③広域立地情報
（住宅が立地する
地域の属性関する
情報） 大都市への

アクセス性

④災害リスク情報
被災リスク
情報

⑤最低保証家賃 最低保証家賃
関係情報

①住宅の性能 各種建物
性能情報

②狭域立地情報
（住宅周辺の立
地環境に関する情
報）

生活利便
施設 ※1

交通 ※1

生活の
安心・安全 ※2

生活環境 ※1

データの種類 内容 データ作成年 データソース データ収録範囲

図 2-2 様々な家賃形成要素が空間結合された建物 MGDと属性情報（東京都世田谷区の例） 
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低保証家賃の決定要因を説明することは殆ど出来ないも

のと考えられる。そこで本研究では，最低保証家賃と家

賃形成要素に基づいて郵便番号単位の領域を幾つかのク

ラスタ（類型）に分類し，続いてそのクラスタごとに異

なるモデルを作成し，クラスタごとに最低保証家賃に対

して説明力の大きい説明変数を明らかにする方法を採用

することにした。そのためには最低保証家賃と家賃形成

要素に基づいて，郵便番号単位を幾つかのグループに分

類（クラスタリング）する必要がある。 

多次元データのクラスタリングには様々な手法が知

られている。まず古賀ほか（2013）文 12)でも用いられて

いる，階層的クラスタリングがある。ただし同手法は本

研究のように分類対象となるサンプル数や次元数が大き

いデータの分類には適していないとされている。 

 一方，サンプル数や次元数が大きいデータの分類には

k-means 法文 13)や，同手法を改良した k-means++法文 14)が

広く用いられている。ただしこれらの手法は事前にいく

つのクラスタに分類するかを決める必要があるため，分

類前に最適な分類数を決定しておく必要がある。 

この課題を解決する手法としては，x-means 法文 15)が知

られている。x-means 法は k-means 法を拡張した分類手

法であり，データに応じて最適なクラスタ数を推定出来

ることが特徴である。すなわち事前にクラスタ数を決め

る必要がない。しかし志津ほか（2011）文 16)は x-means

法について「目で見て明確に判断できるようなデータは

分けることができるが，そうでない場合は信頼するのに

不安が残る。」と言及している。秋山ほか（2015）文 17）

による研究でもサンプル数，次元数ともに大きいデータ

のクラスタリングの際に x-means を適用すると，分類結

果が安定しないことが明らかとなっている。そのため本

研究で扱うデータのような，もはや人間の認知を越えた

目視で判断不能なレベルのビッグデータに対して

x-means 法を適用することには適切ではないと言える。 

 そこで本研究では特にサンプル数や次元数が大きいデ

ータのクラスタ数の決定に広く利用されている「Gap 統

計量」を用いてクラスタ数を決定した。同手法はクラス

タ数を 1 から順次増加させていきながら，一様分布から

作成されたクラスタ内の距離の平均と，元データのクラ

スタ内の距離の平均を比較し，より密集しているクラス

タ数を採用するという方法である文 18)。図 3-1 は表 3-1

の家賃形成要素を全て用いて算出したクラスタ数ごとの

Gap 統計量である。図 3-1 における最適なクラスタ数と

は，クラスタ数を増加させていく中で Gap 統計量の増加

するペースが低下する場所となる。図 3-1 でそれに該当

するクラスタ数は 6，34，42 であった。しかしクラスタ

数があまりにも多い場合，結果の解釈が困難となる上に，

母集団が非常に小さいクラスタが多数出現することが予

想されるため，本研究では 6 と 34 を採用し，k-means++

法による k=6 と k=34 のクラスタリングを実施した注 2)。 

図 3-2 に日本全国の郵便番号単位を 6 種類のクラスタ

に分類した結果を示す。また図 3-3 は図 3-2 の関東地方

を拡大した結果である。さらに表 3-2 に 6 分類した各ク

ラスタの変数の平均値上位 5 種類と主な分布地域を示す。   

クラスタ 0 は主要都市中心部に分布する地域であり，

徒歩圏の商業集積地域の店舗数の平均値が最も影響を及

ぼしている変数となっていることが特徴である。これら

の地域は他の地域よりも最低保証家賃が特に高い。また

周辺の生活利便性が高く，高層化が進んだ地域であった。 

クラスタ 1 と 4 は何れも郊外に広く分布していた。た

だしクラスタ 1 は地方都市の中心市街地とその周辺にも

分布しており，徒歩圏の商業集積地域の店舗数の平均値

や都道府県庁所在地までの距離が重要な変数となってい

た。一方，クラスタ 4 はクラスタ 1 よりも郊外に分布し

ており，全郵便番号単位の地域（29，043 地域）のうち

80.53%（23，388 件）を占めており，ほぼ全ての地方都

市の郊外に分布する，我が国において典型的な郊外型の

居住地といえる。変数を見ても木造率や古い建物の割合

が高い住宅地や郊外の集落であることが分かる。 

クラスタ 2 はニュータウンなどの新興住宅地や，近年

開発が進みつつある地域が該当する。例えば近年開発が

進んでいるつくばエクスプレス沿線の地域や，大阪府の

国際文化公園都市（彩都），仙台市の錦ケ丘ニュータウン

などが該当する。生活利便施設までの距離の大きさ，す

なわちアクセスの悪さが主な変数であった。 

クラスタ 3 はクラスタ 4 よりもさらに郊外の人口がま

ばらな地域（中山間地域，漁村，リゾート地など）が該

当していた。例えば愛知県豊田市北東部や佐賀県佐賀市

北部の中山間地域，志賀島などが該当した。基本的には

様々な生活利便施設へのアクセスが不利な地域であった。 

そしてクラスタ 5 は大都市の臨海部や，大規模小売店 

舗周辺に掲載された共同住宅群が該当した。例えば東京

都港区台場や横浜市西区みなとみらいなどが該当した。 

以上のように 6 種類の分類の場合，概ね都市部から郊 

外に向かってクラスタが変化していくとともに，ニュー

タウン（クラスタ 2）や，大都市臨海部（クラスタ 5）と

いう特徴的なクラスタも形成された。 

 

図 3-1 クラスタ数ごとの Gap統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-1 建物 MGDが持つ家賃形成要素 

 

大分類 小分類
構造推定値（木造/非木造） 住宅地図・住宅土地統計等 日本全国
築年代推定値（～81年/82～2000年/2000年～） 住宅地図・住宅土地統計等 日本全国
建物面積 住宅地図 日本全国
建物階数 住宅地図 ※6 日本全国
建物の居住者（年齢・性別）情報 マイクロ人口統計 ※7 日本全国

市区町村役場・支所の分布 国土数値情報 日本全国
商店街・商業集積地域の分布 商業集積統計 ※8 日本全国
主要道路（国道・都道府県道）の分布 国土数値情報 日本全国
鉄道駅の分布 国土数値情報 日本全国
バス停の分布 国土数値情報 日本全国

人口情報 建物周辺（徒歩圏）の年齢性別人口 マイクロ人口統計 ※7 日本全国
警察署の分布 国土数値情報 日本全国
消防署の分布 国土数値情報 日本全国
都市公園の分布 国土数値情報 日本全国
景観計画区域の分布 国土数値情報 日本全国
観光資源の分布 国土数値情報 日本全国

立地特性 用途地域の指定有無 国土数値情報 日本全国
地域の
知名度 地名のブランド力分布　※3 テレポイントデータ ※8

住宅地図 ※8 日本全国

都道府県庁所在地までの距離 ※4 国土数値情報 日本全国
三大都市圏までの距離　※4 国土数値情報 日本全国
建物最大倒壊率（推定）※5 震災ビッグデータ ※9 日本全国
建物最大出火率（推定）※5 震災ビッグデータ ※9 日本全国
浸水想定区域の指定有無 国土数値情報 日本全国
津波最大浸水深の指定有無 国土数値情報 日本全国 ※12
土砂災害警戒区域の指定有無 国土数値情報 日本全国 ※12

避難可能性 ※2 避難施設の分布 国土数値情報 日本全国
郵便番号 郵便番号地図データ ※10 日本全国
郵便番号単位の最低保証家賃 全国郵便番号別最低保証家賃

査定データ ※11 日本全国 ※13

※1　何れも最近隣施設までの距離、徒歩圏（500m圏内）の施設数を算出した。　　※2  何れも最近隣施設までの距離を算出した。
※3　国土数値情報から得られた駅から10km圏内を対象に、テレポイントデータと住宅地図にその駅名が何件含まれるか、という値を計算したもの。
※4　各都道府県庁の代表駅までの距離（三大都市圏の場合は、東京駅、大阪駅、名古屋駅）
※5　防災科学技術研究所より公開されている確率的地震動予測地図から得られる最大の被害値を採用した。
※6　ただし2階以下は属性が含まれていないため、全て2階建とした。　　　※7　主査ほかにより開発された世帯の分布と居住者の年齢性別情報を推定出来るポイントデータ。
※8　東京大学空間情報科学研究センター 共同研究利用システム（JoRAS）より提供。
※9　主査ほかにより開発された日本全国の建物の分布と建物ごとの様々な属性、また災害危険性に関する属性を持つポイントデータ。
※10 株式会社ゼンリンジオインテリジェンスより提供　　　※11 一般社団法人 移住・住みかえ支援機構より提供
※12　ただし一部の都道府県では自治体からの要望により非公開となっているためデータが存在しない。
※13 ただし全国の都道府県庁所在地およびそれに類する規模の都市のみを対象とする。

各種生活利便施設の分布
（スーパーマーケット、大規模小売店舗、コンビニエンスストア、
ドラッグストア、各種飲食店、総合病院、一般診療所、
小学校、中学校、郵便局それぞれの分布）

テレポイントデータ ※8 日本全国

③広域立地情報
（住宅が立地する
地域の属性関する
情報） 大都市への

アクセス性

④災害リスク情報
被災リスク
情報

⑤最低保証家賃 最低保証家賃
関係情報

①住宅の性能 各種建物
性能情報

②狭域立地情報
（住宅周辺の立
地環境に関する情
報）

生活利便
施設 ※1

交通 ※1

生活の
安心・安全 ※2

生活環境 ※1

データの種類 内容 データ作成年 データソース データ収録範囲

図 2-2 様々な家賃形成要素が空間結合された建物 MGDと属性情報（東京都世田谷区の例） 
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同様に 34 分類を行った結果を表 3-3 に示す。概ね 6

分類のそれぞれの分類がさらに細分化されたが，ある地

域にしか出現しない特徴的なクラスタが見られた。例え

ばクラスタ 5（山口県の太平洋側のみ），クラスタ 6（長

野県内のみ），クラスタ 13（札幌市の郊外のみ），クラス

タ 15（札幌市の郊外を除く地域のみ）などが挙げられる。

また都市近郊は説明力の高い要素の違いによって複数の

クラスタに分類された。中心市街地も業務地区か繁華街

かといった都市機能よって，また駅周辺か臨海部かとい

った地理的特性によって分類された。 

 

4. スパースモデリングによるクラスタごとの特徴抽出 

 続いてクラスタごとに「どの家賃形成要素が最低保証

家賃を説明しているのか」ということを明らかにする方

法を検討する必要がある。すなわち複数の家賃形成要素

（説明変数）のうち，どの要素が他の要素よりもより強 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

く最低保証家賃（目的変数）を説明しているか，という

ことを明らかにするということになる。 

複数の説明変数間の目的変数に対する説明力の大きさを

比較する方法としては，重回帰分析が最も一般的な手法

の一つとして挙げられる。これまでにも様々なモデルに

よる重回帰分析を用いて，目的変数に対して説明力の大

きい説明変数を明らかにする研究は数多く見られ，例え

ば線形重回帰分析を用いた空き家の発生要因の推定（金

森ほか，2015）文 19)や，非線形重回帰分析を用いた平均

寿命の決定要因の推定（田辺・鈴木，2014）文 20)などが

挙げられる。ただし説明変数が複数になる回帰分析（重

回帰分析）では，多重共線性を考慮する必要がある上に，

本研究のように説明変数の数が非常に多い場合，有意な

結果が得られなくなる場合がある注 3)。 

そこで本研究ではこれらの課題を解決するために，モ

デル構築を行う上で必要な説明変数を統計的に選択する 

表 3-1 本研究で用いた郵便番号単位ごとの家賃形成要素 

大分類 小分類
構造推定値（木造/非木造） カテゴリ 木造の割合
築年代推定値（～81年/82～2000年/2000年～） カテゴリ ～81年/82～2000年/2000年～の割合
建物面積 数値 相加平均
建物階数 数値 相加平均
建物容積 数値 相加平均
以下の各種生活利便施設（10種類）について
・最近隣の施設までの距離
・徒歩圏※1の施設数
各種生活利便施設：
スーパーマーケット、大規模小売店舗、コンビニエンススト
ア、ドラッグストア、各種飲食店、総合病院、一般診療
所、小学校、中学校、郵便局

数値 相加平均

再近隣の市区町村役場・支所までの距離 数値 相加平均
再近隣の商業集積地域までの距離 / 店舗数 数値 相加平均
徒歩圏の商業集積地域の数 / それらの店舗総数 数値 相加平均
再近隣の主要道路までの距離 数値 相加平均
再近隣の駅 / バス停までの距離 数値 相加平均
徒歩圏の駅 / バス停の件数 数値 相加平均
徒歩圏の平均人口（推定値） 数値 相加平均
徒歩圏の平均高齢化率 / 平均子供人口率 /
平均若年人口率（それぞれ推定値）※2 数値 相加平均

生活の安心・安全 再近隣の警察署 / 消防署までの距離 数値 相加平均
再近隣の都市公園までの距離 数値 相加平均
再近隣の都市公園の面積 数値 相加平均
徒歩圏の都市公園の件数 数値 相加平均
徒歩圏の都市公園の合計面積 数値 相加平均
景観地区指定の有無 数値 景観地区内の建物の割合
準景観地区指定の有無 数値 準景観地区内の建物の割合
再近隣の観光資源までの距離 数値 相加平均
再近隣の観光資源の種類 カテゴリ 観光資源の種類別割合（6種類）
徒歩圏の観光資源の件数 数値 相加平均
郵便番号単位内の建物棟数 数値

立地特性 用途地域の指定有無 カテゴリ 用途地域の種類別（工業専用地域を除く11種類）
再近隣の駅のブランド力 数値 相加平均
徒歩圏の駅のブランド力合計 数値 相加平均
関東大都市圏（東京駅）までの距離 数値 相加平均
京阪神大都市圏（大阪駅）までの距離 数値 相加平均
中京大都市圏（名古屋駅）までの距離 数値 相加平均
都道府県庁所在地（代表駅）までの距離 数値 相加平均
建物最大倒壊率（推定） 数値 相加平均
建物最大出火率（推定） 数値 相加平均
浸水想定区域における浸水深 数値 相加平均
津波最大浸水深 数値 相加平均
土砂災害警戒区域 / 同特別警戒区域の内外判定 数値 土砂災害（特別）警戒区域内の建物の割合

避難可能性 再近隣の避難施設までの距離 数値 相加平均
郵便番号 数値
郵便番号単位の最低保証家賃 数値

家賃形成要素数（①＋②＋③＋④）　合計
※1　各住宅から500m圏内を徒歩圏とする。他の家賃形成要素も同様。
※2　高齢化率：65歳以上人口の割合　　子供人口率：15歳未満人口の割合　　若年人口率：16～29歳人口の割合

③広域立地関連
情報（住宅が立
地する地域の属
性関する情報）

地域の
知名度

大都市への
アクセス性

④災害リスク情報
被災リスク
情報

⑤最低保証家賃 最低保証家賃
関係情報

②狭域立地関連
情報（住宅周辺
の利便性に関する
情報）

生活利便
施設

交通

人口

生活環境

データの種類 建物建物単位に与えられた
家賃形成要素から得られる変数

データ
タイプ

郵便番号単位での
データ集計方法

集計後の
変数の数

①住宅の性能 各種建物
性能情報
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図 3-2 日本全国の郵便番号単位クラスタリング結果（6分類）注 4) 

 

図 3-3 関東地方の郵便番号単位クラスタリング結果（6分類）注 4) 

 

「スパースモデリング」文 21）の Lasso 回帰を採用注 5)

した。スパースモデリングはビッグデータ分析において

分析結果から大量のデータに埋もれて見えにくくなって

しまう有為な情報を抽出したり，法則性を導き出したり，

断片的なデータを補完して実状を忠実に再現することが

できる文 22）。これは本研究の場合，表 3-1 に示すように

説明変数が 82 種類にもおよぶ高次元で複雑なデータで

も，より単純な予測式をあえて選ぶことで，説明力が殆

ど無い説明変数を自動的に排除し，人間が認知しうるレ

ベルに結果を落とし込むプロセスと言える。すなわち同 

表 3-2 各クラスタの特徴（6分類の場合） 

１位 2位 3位 4位 5位

徒歩圏の商
業集積地
域の店舗数
合計の平均
値

徒歩圏の各
種飲食店の
件数

建物階数

最近隣の商
業集積地
域の平均店
舗数

用途地
域：商業
地域の割合

主要都市の中
心部

最低保証
家賃

都道府県
庁所在地ま
での距離

中京大都
市圏までの
距離

最近隣の小
学校までの
距離

京阪神大
都市圏まで
の距離

地方都市の中
心部～近郊

最近隣の商
業集積地
域までの距
離

最近隣の郵
便局までの
距離

最近隣の診
療所までの
距離

用途地
域：工業
地域の割合

最近隣の各
種飲食店ま
での距離

ニュータウン

最近隣の公
園までの平
均距離

最近隣の
スーパーまで
の平均距離

最近隣のド
ラッグストア
までの平均
距離

最近隣の商
業集積地
域までの平
均距離

最近隣の診
療所までの
平均距離

中山間地域
漁村
リゾート地など

木造率

建築年代
～1981年
の建物の割
合

平均最大
出火率

平均最大
倒壊率

用途地
域：第一
種住居地
域の割合

地方都市の郊
外

主要道路ま
での平均距
離

最近隣の観
光資源が歴
史・文化の
割合

最近隣の観
光資源が自
然（行催
事・イベン
ト）の割合

最近隣の中
学校までの
距離

用途地
域：工業
地域の割合

大都市の臨海
部
大規模小売店
舗周辺

クラスタ
番号

該当
件数

平均最低
保証家賃
[万円]

各クラスタの変数の平均値上位/下位
主な分布地域

 

 

表 3-3 各クラスタの特徴（33分類の場合） 

クラスタ
番号

該当
件数

平均最低
保証家賃
[万円]

主な該当地域

郊外（主に関東・東北地方）
ニュータウン（主に東日本）
全国の都市近郊（クラスタ7より都市中心部に近くクラスタ21より郊外の地域）
ニュータウン（主に西日本）
中心市街地（業務地区）
郊外（山口県の太平洋側）
郊外（長野県）
全国の都市近郊（クラスタ2より郊外の地域）
全国（津波被害が特に大きくなる地域）
全国の都市近郊（観光資源：都市型が充実した地域）
全国の都市近郊（準住居地域の割合が高い地域）
ニュータウン（山間部や沿岸部の比較的新興な地域）
全国の都市近郊（特に人口・建物密度が高い地域）
札幌市の郊外
臨海部・工業地帯
札幌市（郊外を除く）
中山間地域
中心市街地（若年者が特に多い地域）
都市公園周辺（建物数が非常に少ない地域）
全国の都市近郊（建物数が非常に少ない地域）
全国の都市近郊（東京都・大阪府の近郊）
全国の都市近郊（クラスタ2よりさらに都市中心部に近い地域）
奄美市（名瀬周辺）
郊外（クラスタ7に類似するが若者がより多い地域）
全国の都市近郊（クラスタ21に類似するが若者と高齢者がより多い地域）
中山間地域・離島（特に特徴が無い地域）
全国の都市近郊（大規模小売店舗へのアクセスが特に良い地域）
中心市街地（繁華街）
全国の都市近郊（総合病院へのアクセスが良い地域）
全国の都市近郊（総合病院へのアクセスが良く若者が多い地域）
乗降客数が特に多い大規模な駅周辺の住商混合地域
全国の都市近郊（平野部にのみ分布）
全国の都市近郊（クラスタ21に類似し洪水のリスクが小さい地域）
大規模工場  

 

手法を採用することで，クラスタごとに説明力の強い最

適な説明変数を抽出してモデル構築が可能になる。そし

てクラスタごとに説明力の強い説明変数を明らかにでき

る。その結果，地域ごとにどの家賃形成要素が最低保証

家賃の決定により大きな影響を与えているのかを明らか

にすることができるようになった。 

 以上の方法を 6種類および 34種類に分類したクラスタ

に適用し，それぞれのクラスタの特徴，すなわち最低保

証家賃の決定要因となる家賃形成要素を明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

同様に 34 分類を行った結果を表 3-3 に示す。概ね 6

分類のそれぞれの分類がさらに細分化されたが，ある地

域にしか出現しない特徴的なクラスタが見られた。例え

ばクラスタ 5（山口県の太平洋側のみ），クラスタ 6（長

野県内のみ），クラスタ 13（札幌市の郊外のみ），クラス

タ 15（札幌市の郊外を除く地域のみ）などが挙げられる。

また都市近郊は説明力の高い要素の違いによって複数の

クラスタに分類された。中心市街地も業務地区か繁華街

かといった都市機能よって，また駅周辺か臨海部かとい

った地理的特性によって分類された。 

 

4. スパースモデリングによるクラスタごとの特徴抽出 

 続いてクラスタごとに「どの家賃形成要素が最低保証

家賃を説明しているのか」ということを明らかにする方

法を検討する必要がある。すなわち複数の家賃形成要素

（説明変数）のうち，どの要素が他の要素よりもより強 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

く最低保証家賃（目的変数）を説明しているか，という

ことを明らかにするということになる。 

複数の説明変数間の目的変数に対する説明力の大きさを

比較する方法としては，重回帰分析が最も一般的な手法

の一つとして挙げられる。これまでにも様々なモデルに

よる重回帰分析を用いて，目的変数に対して説明力の大

きい説明変数を明らかにする研究は数多く見られ，例え

ば線形重回帰分析を用いた空き家の発生要因の推定（金

森ほか，2015）文 19)や，非線形重回帰分析を用いた平均

寿命の決定要因の推定（田辺・鈴木，2014）文 20)などが

挙げられる。ただし説明変数が複数になる回帰分析（重

回帰分析）では，多重共線性を考慮する必要がある上に，

本研究のように説明変数の数が非常に多い場合，有意な

結果が得られなくなる場合がある注 3)。 

そこで本研究ではこれらの課題を解決するために，モ

デル構築を行う上で必要な説明変数を統計的に選択する 

表 3-1 本研究で用いた郵便番号単位ごとの家賃形成要素 

大分類 小分類
構造推定値（木造/非木造） カテゴリ 木造の割合
築年代推定値（～81年/82～2000年/2000年～） カテゴリ ～81年/82～2000年/2000年～の割合
建物面積 数値 相加平均
建物階数 数値 相加平均
建物容積 数値 相加平均
以下の各種生活利便施設（10種類）について
・最近隣の施設までの距離
・徒歩圏※1の施設数
各種生活利便施設：
スーパーマーケット、大規模小売店舗、コンビニエンススト
ア、ドラッグストア、各種飲食店、総合病院、一般診療
所、小学校、中学校、郵便局

数値 相加平均

再近隣の市区町村役場・支所までの距離 数値 相加平均
再近隣の商業集積地域までの距離 / 店舗数 数値 相加平均
徒歩圏の商業集積地域の数 / それらの店舗総数 数値 相加平均
再近隣の主要道路までの距離 数値 相加平均
再近隣の駅 / バス停までの距離 数値 相加平均
徒歩圏の駅 / バス停の件数 数値 相加平均
徒歩圏の平均人口（推定値） 数値 相加平均
徒歩圏の平均高齢化率 / 平均子供人口率 /
平均若年人口率（それぞれ推定値）※2 数値 相加平均

生活の安心・安全 再近隣の警察署 / 消防署までの距離 数値 相加平均
再近隣の都市公園までの距離 数値 相加平均
再近隣の都市公園の面積 数値 相加平均
徒歩圏の都市公園の件数 数値 相加平均
徒歩圏の都市公園の合計面積 数値 相加平均
景観地区指定の有無 数値 景観地区内の建物の割合
準景観地区指定の有無 数値 準景観地区内の建物の割合
再近隣の観光資源までの距離 数値 相加平均
再近隣の観光資源の種類 カテゴリ 観光資源の種類別割合（6種類）
徒歩圏の観光資源の件数 数値 相加平均
郵便番号単位内の建物棟数 数値

立地特性 用途地域の指定有無 カテゴリ 用途地域の種類別（工業専用地域を除く11種類）
再近隣の駅のブランド力 数値 相加平均
徒歩圏の駅のブランド力合計 数値 相加平均
関東大都市圏（東京駅）までの距離 数値 相加平均
京阪神大都市圏（大阪駅）までの距離 数値 相加平均
中京大都市圏（名古屋駅）までの距離 数値 相加平均
都道府県庁所在地（代表駅）までの距離 数値 相加平均
建物最大倒壊率（推定） 数値 相加平均
建物最大出火率（推定） 数値 相加平均
浸水想定区域における浸水深 数値 相加平均
津波最大浸水深 数値 相加平均
土砂災害警戒区域 / 同特別警戒区域の内外判定 数値 土砂災害（特別）警戒区域内の建物の割合

避難可能性 再近隣の避難施設までの距離 数値 相加平均
郵便番号 数値
郵便番号単位の最低保証家賃 数値

家賃形成要素数（①＋②＋③＋④）　合計
※1　各住宅から500m圏内を徒歩圏とする。他の家賃形成要素も同様。
※2　高齢化率：65歳以上人口の割合　　子供人口率：15歳未満人口の割合　　若年人口率：16～29歳人口の割合

③広域立地関連
情報（住宅が立
地する地域の属
性関する情報）

地域の
知名度

大都市への
アクセス性

④災害リスク情報
被災リスク
情報

⑤最低保証家賃 最低保証家賃
関係情報

②狭域立地関連
情報（住宅周辺
の利便性に関する
情報）

生活利便
施設

交通

人口

生活環境

データの種類 建物建物単位に与えられた
家賃形成要素から得られる変数

データ
タイプ

郵便番号単位での
データ集計方法

集計後の
変数の数

①住宅の性能 各種建物
性能情報
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5. 結果 

5.1 6分類の結果 

図 5-1 に 6 分類したそれぞれのクラスタにおける家賃

形成要素ごとの最低保証家賃に対する説明力を示す。 

①住宅の性能：都市郊外（クラスタ 1（以下「C1」），

C4）で建物面積が広く，高層建物であるほど最低保証家

賃に正に寄与する一方で，建物容積が大きいと最低保証

家賃に負に寄与する傾向がみられた注 6）。また同じく都市

郊外では木造率が高いと最低保証家賃に負に寄与した。

それ以外の地域では①住宅の性能はあまり最低保証家賃

に影響を及ぼしていない可能性が示された。 

②狭域立地：生活利便施設の種類によって最低保証家

賃に正に寄与するものとそうでないものが見られた。交

通については都市部で駅へのアクセスの良さが最低保証

家賃に正の寄与を示した。また高齢化率が低く子供や若

年者の割合が高い地域ほど最低保証家賃が高くなった。

安心・安全や環境の影響はあまり見られなかった。 

③広域立地：立地特性，地域の知名度ともに最低保証

家賃への影響力は殆ど見られなかった。一方，三大都市

圏や都道府県庁所在地への距離はクラスタによって大き

く異なり， 東京大都市圏・京阪神大都市圏までの距離は，

主要都市の郊外（C1）や中山間地域（C3）では正の寄与，

主要都市の中心部（C0）や地方都市の郊外（C4）では負

の寄与が見られた。一方，中京大都市圏の場合は，その

影響がほぼ逆転した。このような現象はクラスタを 6 種

類にしか分類していないため，全国の類似したクラスタ

がお互いに三大都市圏までの距離で影響を及ぼしあった

結果であると考えられる。そのため地域性をより考慮し

た 34 類型での結果が必要になることが示唆された。 

④災害リスク情報：何れのクラスタにおいても建物倒

壊率が高いほど正に寄与する結果が得られた。このこと

から現在の最低保証家賃は地震による建物倒壊リスクが

殆ど考慮されずに決定されている可能性があることが分

かった。一方，洪水による浸水リスクは特に郊外で最低

保証家賃に負の寄与をする。また津波の想定浸水深や土

砂災害警戒区域の指定は最低保証家賃に殆ど影響を与え

ていないことが分かった。ただしこれらのファクターは

日本全国の都道府県で公開されているわけではないため，

今後これらに関する全国の情報を追加することで，結果

が大きく変わる可能性がある。 

 ただし何れのクラスタも全国的に分布しており， 前述

したように 6 分類のクラスタでは全国の平均的な傾向は

把握出来るものの，地域性は殆ど考慮できない。そこで

34 分類のそれぞれのクラスタにおいてもスパースモデ

リングを実施することとした。 

 

5.2 34分類の結果 

 34 分類した各クラスタをスパースモデリングしたそ

れぞれの結果から，最低保証家賃に対して正の寄与をす

る家賃形成要素上位 5 件と，負に寄与する家賃形成要素

下位 5 件をそれぞれ抽出し，その度数分布を作成した注

7)（図 5-2 注 8））。「正に寄与する回数」が大きいほど，よ

り多くのクラスタで最低保証家賃に対して正に寄与，す

なわち最低保証家賃を高くする要因となっており，逆に

「負に寄与する回数」が大きいほど， 最低保証家賃に対

して負に寄与，すなわちすなわち最低保証家賃を低くす

る要因となっているといえる。 

 

①住宅の性能：築年代の新しく建物面積が広いほど正

の寄与が高くなった。また概ね築年代が古く木造率が高

い場合に負の寄与が高くなるものの，正に寄与する場合

も見られた。また建物階数の大きさは正よりも負に寄与

することが多いことも分かった。この結果から住まい手

にとっての住宅の価値を決める要素の 1 つである住宅の

性能の高さは最低保証家賃の形成に寄与する地域と，そ

うではない地域が見られることが分かった。 

 

②狭域立地：生活利便施設については概ね何れの施設

についても施設へアクセスの良さが最低保証家賃に対し

て正に寄与することが分かった。ただしドラッグストア

や各種飲食店，郵便局については負に寄与する場合もあ

ることが分かった。交通については駅へのアクセスの良

さは正に寄与をするものの，主要道路までの距離やバス

停へのアクセスの良さは他の家賃形成要素と比べて相対

的に最低保証家賃の形成にはあまり寄与しないことが分

かった。特に都市の中心市街地やその近郊で駅の重要性

が高かった。人口は周辺人口が多いほど負に寄与する場

合が多かった。人口密度が高い人口密集地の住宅は家賃

に負の影響を及ぼすものも見られる。安心・安全につい

ては警察署までのアクセスが最低保証家賃に対して正・

負両方の寄与をしていた。警察署が近いことは安心・安

全に寄与する一方で，昼夜問わない緊急車両の出入りに

よる騒音が負の影響を与えている可能性がある。環境は

近隣に都市公園や観光資源があることが最低保証家賃に

正に寄与することが分かった。また景観地区に指定され

ることが負に寄与する地域があることも分かった。景観

地区は良好な景観が保証される一方で，建築物の規模・

形態に規制がかかるため建物機能の改善・更新が難しく

なることが原因であるものと考えられる。 

 

③広域立地：立地特性については商業地域では最低保

証家賃に正に寄与している一方で，それ以外の用途地域

は正にも負にも寄与していた。特に住宅の建て方や建設

可能な非住居系建物に規制があり，中心市街地から一定

の距離がある第一種低層住居専用地域，第一種中高層住

居専用地域，第一種住居地域や，準工業地域では負に寄 
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 図 5-1 スパースモデリングの結果に基づくそれぞれのクラスタで最低保証家賃に対する説明力（6分類の場合） 

5. 結果 

5.1 6分類の結果 

図 5-1 に 6 分類したそれぞれのクラスタにおける家賃

形成要素ごとの最低保証家賃に対する説明力を示す。 

①住宅の性能：都市郊外（クラスタ 1（以下「C1」），

C4）で建物面積が広く，高層建物であるほど最低保証家

賃に正に寄与する一方で，建物容積が大きいと最低保証

家賃に負に寄与する傾向がみられた注 6）。また同じく都市

郊外では木造率が高いと最低保証家賃に負に寄与した。

それ以外の地域では①住宅の性能はあまり最低保証家賃

に影響を及ぼしていない可能性が示された。 

②狭域立地：生活利便施設の種類によって最低保証家

賃に正に寄与するものとそうでないものが見られた。交

通については都市部で駅へのアクセスの良さが最低保証

家賃に正の寄与を示した。また高齢化率が低く子供や若

年者の割合が高い地域ほど最低保証家賃が高くなった。

安心・安全や環境の影響はあまり見られなかった。 

③広域立地：立地特性，地域の知名度ともに最低保証

家賃への影響力は殆ど見られなかった。一方，三大都市

圏や都道府県庁所在地への距離はクラスタによって大き

く異なり， 東京大都市圏・京阪神大都市圏までの距離は，

主要都市の郊外（C1）や中山間地域（C3）では正の寄与，

主要都市の中心部（C0）や地方都市の郊外（C4）では負

の寄与が見られた。一方，中京大都市圏の場合は，その

影響がほぼ逆転した。このような現象はクラスタを 6 種

類にしか分類していないため，全国の類似したクラスタ

がお互いに三大都市圏までの距離で影響を及ぼしあった

結果であると考えられる。そのため地域性をより考慮し

た 34 類型での結果が必要になることが示唆された。 

④災害リスク情報：何れのクラスタにおいても建物倒

壊率が高いほど正に寄与する結果が得られた。このこと

から現在の最低保証家賃は地震による建物倒壊リスクが

殆ど考慮されずに決定されている可能性があることが分

かった。一方，洪水による浸水リスクは特に郊外で最低

保証家賃に負の寄与をする。また津波の想定浸水深や土

砂災害警戒区域の指定は最低保証家賃に殆ど影響を与え

ていないことが分かった。ただしこれらのファクターは

日本全国の都道府県で公開されているわけではないため，

今後これらに関する全国の情報を追加することで，結果

が大きく変わる可能性がある。 

 ただし何れのクラスタも全国的に分布しており， 前述

したように 6 分類のクラスタでは全国の平均的な傾向は

把握出来るものの，地域性は殆ど考慮できない。そこで

34 分類のそれぞれのクラスタにおいてもスパースモデ

リングを実施することとした。 

 

5.2 34分類の結果 

 34 分類した各クラスタをスパースモデリングしたそ

れぞれの結果から，最低保証家賃に対して正の寄与をす

る家賃形成要素上位 5 件と，負に寄与する家賃形成要素

下位 5 件をそれぞれ抽出し，その度数分布を作成した注

7)（図 5-2 注 8））。「正に寄与する回数」が大きいほど，よ

り多くのクラスタで最低保証家賃に対して正に寄与，す

なわち最低保証家賃を高くする要因となっており，逆に

「負に寄与する回数」が大きいほど， 最低保証家賃に対

して負に寄与，すなわちすなわち最低保証家賃を低くす

る要因となっているといえる。 

 

①住宅の性能：築年代の新しく建物面積が広いほど正

の寄与が高くなった。また概ね築年代が古く木造率が高

い場合に負の寄与が高くなるものの，正に寄与する場合

も見られた。また建物階数の大きさは正よりも負に寄与

することが多いことも分かった。この結果から住まい手

にとっての住宅の価値を決める要素の 1 つである住宅の

性能の高さは最低保証家賃の形成に寄与する地域と，そ

うではない地域が見られることが分かった。 

 

②狭域立地：生活利便施設については概ね何れの施設

についても施設へアクセスの良さが最低保証家賃に対し

て正に寄与することが分かった。ただしドラッグストア

や各種飲食店，郵便局については負に寄与する場合もあ

ることが分かった。交通については駅へのアクセスの良

さは正に寄与をするものの，主要道路までの距離やバス

停へのアクセスの良さは他の家賃形成要素と比べて相対

的に最低保証家賃の形成にはあまり寄与しないことが分

かった。特に都市の中心市街地やその近郊で駅の重要性

が高かった。人口は周辺人口が多いほど負に寄与する場

合が多かった。人口密度が高い人口密集地の住宅は家賃

に負の影響を及ぼすものも見られる。安心・安全につい

ては警察署までのアクセスが最低保証家賃に対して正・

負両方の寄与をしていた。警察署が近いことは安心・安

全に寄与する一方で，昼夜問わない緊急車両の出入りに

よる騒音が負の影響を与えている可能性がある。環境は

近隣に都市公園や観光資源があることが最低保証家賃に

正に寄与することが分かった。また景観地区に指定され

ることが負に寄与する地域があることも分かった。景観

地区は良好な景観が保証される一方で，建築物の規模・

形態に規制がかかるため建物機能の改善・更新が難しく

なることが原因であるものと考えられる。 

 

③広域立地：立地特性については商業地域では最低保

証家賃に正に寄与している一方で，それ以外の用途地域

は正にも負にも寄与していた。特に住宅の建て方や建設

可能な非住居系建物に規制があり，中心市街地から一定

の距離がある第一種低層住居専用地域，第一種中高層住

居専用地域，第一種住居地域や，準工業地域では負に寄 
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与する傾向が高かった。地域の地名度はほぼ関東大都市

圏や京阪神大都市圏の中心市街地やその郊外においての

み正に寄与していた。大都市アクセスについては，関東

大都市圏，京阪神大都市圏，中京大都市圏までの距離は

それぞれ，それらの都市圏の周辺地域では正に寄与し，

それらの地域から離れるに連れて影響がないか，あるい

は負に寄与した。一方，都道府県庁所在地への距離は負

に寄与する地域は一つも見られなかった。これらの結果

から東京や大阪では地名のブランド力や東京，大阪の各

都心へのアクセス性が最低保証家賃の形成に大きく影響

を与えており，また地方においても各地の道府県所在地

へのアクセス性という広域立地に関する要素が家賃形成

に正の影響を与えていることが分かった。 

 

④災害リスク情報：最大倒壊率，最大出火率ともに最低

保証家賃に負に寄与する場合と正に寄与する場合があっ

た。すなわち地震に伴うリスクが評価されている地域と，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そうではない地域が混在する現状が明らかになった。例

えば東京や大阪の近郊では， 最大倒壊率や最大出火率が

高いにも関わらず，最低保証家賃に正に寄与する地域が

広く広がっていた。これは地震による被災リスクが存在

するにも関わらず，最低保証家賃が高く査定されている

ことを意味している。一方，洪水による浸水想定区域に

ついては負のみに寄与しており，洪水のリスクは家賃に

反映されていると言える。土砂災害特別警戒区域は正に

のみ寄与している。これは土砂災害のリスクが存在する

地域は同時に斜面地に開発された住宅地であり， 自然と

眺望に恵まれているため，土砂災害のリスクよりも住宅

地としての価値が反映されたものと考えられる。避難所

についてもアクセスが良い方が負に寄与する場合が多く

なっている。以上のように災害リスクについては，洪水

以外はあまり考慮されておらず，特に大都市の近郊では

そのリスクが無視されがちなことが分かった。 

 

図 5-2 最低保証家賃に対して正の寄与をする家賃形成要素上位 5件と 

負に寄与する家賃形成要素下位 5件をそれぞれ抽出した結果の度数分布（34分類の場合） 
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5.3 分析結果のまとめ 

 以上の分析結果をまとめると，以下の通りである。 

・住まい手にとっての価値（①住宅の性能，②狭域立地

情報）について：「①住宅の性能」の高さは最低保証家賃

の形成に正に寄与する地域と，そうではない地域が見ら

れ，必ずしも高性能な住宅の家賃が高くなるとは限らな

いことが分かった。「②狭域立地情報」は概ね生活利便施

設へのアクセスの良さが最低保証家賃に正に寄与した。

また人口密度が低く都市公園や観光地への近さも正に寄

与した。さらに景観地区に指定されると負に寄与した。 

・③広域立地情報について：立地特性（用途地域）は指

定される用途地域によって異なる。また地域の知名度は

大都市の中心市街地やその郊外においてのみ正に寄与す

ることが分かった。さらに三大都市圏と都道府県庁所在

地までのアクセス性も正に寄与した。 

・④災害リスクについて：地震による倒壊・火災，土砂

災害のリスク，また避難所へのアクセス性はあまり考慮

されていない。ただし洪水のリスクは最低保証家賃に負

に寄与した。津波のリスクは正にも負にも現れなかった。 

 本報告書の紙面の都合上，1 つ 1 つのクラスタの詳細

な結果については割愛せざるを得ないが， 本研究で開発

した手法と全国データを用いることで，地域ごとに是正

するべき家賃形成要素を推定・把握する技術が実現した。 

 

6. おわりに 

本研究では日本全国の家賃形成の実態明らかにする

ために，日本全国の住宅用途の建物 1 棟 1 棟の分布が把

握できる建物 MGD を整備し，さらにそれらに家賃形成要

素と最低保証家賃に関する情報を付与することで，住ま

い手にとっての住宅の価値を評価出来るデータベースを

構築した。また同データベースを郵便番号単位に集計し

た後にクラスタリングし，さらに各クラスタでスパース

モデリングを実施することで，クラスタ毎に最低保証家

賃に対して正あるいは負に寄与する家賃形成要素を明ら

かにすることが可能になった。 

その結果，地域により違いはあるものの，全国的には

家賃形成において住宅の性能の高さや，地震・津波のリ

スクが必ずしも考慮されず，大規模な都市では地域の知

名度が影響を与えていた。これは住まい手にとっての住

宅の価値と市場価値との間に乖離が存在する状況であり，

今後の我が国の住宅価値形成において是正が求められる

要素といえるだろう。 

なお本研究をさらに有用なものにしていくためには，

課題も数多い。まず本研究では戸建てと共同住宅の区別

や，居住者のタイプ（ファミリー，単身者など），住宅の

詳細な性能（間取りや各種設備など）に関する情報は考

慮されていない。今後はこれらの情報を収集する方法を

考える必要がある。また家賃形成要素の更なる充実も必

要である。例えば犯罪発生に関する情報や，空き家の分

布情報，また景観や日当たりといった情報も家賃形成要

素となりうる。さらにある地域で特有に効くローカル性

の高い家賃形成要素注 9)も存在するかもしれない。 

 そしてマイクロジオデータの強みを最大限に発揮する

ためにも，将来的には非集計，すなわち建物単位の家賃

データを用いた分析の実施を考えたい。これは不動産情

報企業との協力で実現出来る可能性がある。また本研究

の海外展開も視野に入れている。例えば大韓民国注 10)で

は，我が国よりも空間的にも時間的にも高精細なマイク

ロジオデータや，統計データ，不動産関連データが整備

されており，大韓民国において本研究の手法を適用可能

であることが分かった。今後海外調査をさらに進めるこ

とで海外展開の可能性も広く調査したいと考えている。 

 以上のように本研究はまだ数多くの課題は残っている

ものの，学術的に挑戦的かつ社会的要請が高い課題挑ん

だ。また本研究の手法とデータの発展性・拡張性の高さ

は， 我が国の今後の住宅政策の立案を支援できるものと

考えている。我が国の良好な住環境の実現に向けて，本

研究の更なる発展を続けていきたい。 
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＜注＞ 

1) ～1981 年（新耐震基準前），1982 年～2000 年（新耐震基準

後かつ木造住宅における建築基準法改正前）2001 年～（木造住

宅における建築基準法改正後）の 3 区分に分類した。 

2) k-means++法でクラスタリングを行う際には，説明変数間の

単位が異なるため，全ての変数を標準化している。これは Gap

統計量の計算や，スパースモデリングを行う際も同様である。 

3) クラスタを構成する郵便番号単位の数（サンプルサイズ）よ

りも説明変数の数のほうが多いクラスタ（サンプルサイズ＜説

明変数の数）では，全ての説明変数を用いた回帰分析を行うこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

与する傾向が高かった。地域の地名度はほぼ関東大都市

圏や京阪神大都市圏の中心市街地やその郊外においての

み正に寄与していた。大都市アクセスについては，関東

大都市圏，京阪神大都市圏，中京大都市圏までの距離は

それぞれ，それらの都市圏の周辺地域では正に寄与し，

それらの地域から離れるに連れて影響がないか，あるい

は負に寄与した。一方，都道府県庁所在地への距離は負

に寄与する地域は一つも見られなかった。これらの結果

から東京や大阪では地名のブランド力や東京，大阪の各

都心へのアクセス性が最低保証家賃の形成に大きく影響

を与えており，また地方においても各地の道府県所在地

へのアクセス性という広域立地に関する要素が家賃形成

に正の影響を与えていることが分かった。 

 

④災害リスク情報：最大倒壊率，最大出火率ともに最低

保証家賃に負に寄与する場合と正に寄与する場合があっ

た。すなわち地震に伴うリスクが評価されている地域と，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そうではない地域が混在する現状が明らかになった。例

えば東京や大阪の近郊では， 最大倒壊率や最大出火率が

高いにも関わらず，最低保証家賃に正に寄与する地域が

広く広がっていた。これは地震による被災リスクが存在

するにも関わらず，最低保証家賃が高く査定されている

ことを意味している。一方，洪水による浸水想定区域に

ついては負のみに寄与しており，洪水のリスクは家賃に

反映されていると言える。土砂災害特別警戒区域は正に

のみ寄与している。これは土砂災害のリスクが存在する

地域は同時に斜面地に開発された住宅地であり， 自然と

眺望に恵まれているため，土砂災害のリスクよりも住宅

地としての価値が反映されたものと考えられる。避難所

についてもアクセスが良い方が負に寄与する場合が多く

なっている。以上のように災害リスクについては，洪水

以外はあまり考慮されておらず，特に大都市の近郊では

そのリスクが無視されがちなことが分かった。 

 

図 5-2 最低保証家賃に対して正の寄与をする家賃形成要素上位 5件と 

負に寄与する家賃形成要素下位 5件をそれぞれ抽出した結果の度数分布（34分類の場合） 
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とは不可能となる（例：クラスタ 14，18 など）。 

4) 以下の URL において図 3-2 および図 3-3 のカラー版と，Web

GIS による 6 分類及び 34 分類のクラスタデータの閲覧が可能。 

http://akiyama-lab.jp/yuki/jusoken/jusoken2018.html 

5) スパースモデリングの Lasso 回帰を用いる場合，多数の説明

変数の中から目的変数に対して潜在的に説明力が強い少数の説

明変数を取り出すことが出来る。 

6) 建物容積が大きいと最低保証家賃に負に寄与する理由は，都

市郊外（C1，C4）に多数分布する大規模な公団住宅や，昭和時

代に大規模開発されたマンション群によるものと考えられる。 

7) 34 分類のスパースモデリングの結果を図 5-1 のように示す

と図が煩雑になり視認性が失われるためにこのような結果抽出

を行った。また 34 分類のクラスタに対するスパースモデリング

の場合，概ね上位下位 5 位以内の家賃形成要素を用いることで，

それぞれのクラスタの最低保証家賃をほぼ説明できる。 

8)図 5-2では複数箇所のクラスタにおいて上位下位 1～5位とし

て出現した家賃形成要素のみ集計した。 

9) 例えば現地調査を行った金沢市では最近隣の道路の消雪パ

イプの有無，また不動産店への電話聞き取り調査を行った札幌

市では駐車場のロードヒーティングの有無が家賃形成要素の 1

つとなることが分かった。 

10) 韓国国土研究院国土情報研究本部を訪問し（2017 年９月 4

～5 日），大韓民国の空間情報データや不動産関連データの整備

状況についてヒアリング調査を実施した。 
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